
八都県市低公害車指定指針・運用規程 

 
（目的） 
第１ この運用規程は、「八都県市低公害車指定指針」（以下「指針」という。）を円滑に運

用するため必要な事項を定めるものとする。 
 
（自動車の定義） 
第２ 指針第 2 の 1 の（１）に規定する原動機の動力源が電気である道路運送車両は、定

格出力が道路運送車両法第 2 条第 3 項で規定する原動機付自転車の規模のものであっ

て、かつ、道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第 2条第 1項第 9号に規定する自動

車（同法第 3 条に規定する小型特殊自動車、自動二輪車を除く）に該当するものをい

う。 
  
（八都県市指定基準の判定） 
第３ 窒素酸化物等排出ガスの判定は、諸元値によるものとする。ただし、諸元値がない

場合又は排出ガス低減機構等を使用している場合は、使用過程値によるものとする。 
２ 前項による、使用過程値を用いる場合については、以下の表に示す車種毎の耐久走

行距離を走行した後、右欄に掲げる運行・測定方法により、測定した測定値、あるい

は走行したと仮定した場合の推計値とする。 
 なお、耐久走行距離は、「自動車型式指定規則第３条第１項の規定による独立行政法

人交通安全環境研究所に提示する自動車に係る走行の要件並びに同条第４項に規定す

る国土交通大臣が定める自動車及び国土交通大臣が定める書面」（昭和 58年７月 30日，
運輸省告示第 331号）に基づく自動車の種類毎に定める走行キロ数とする。 
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※１ 乗車定員 10 人以下の乗用車を除く。 

※２ コンバインモードとは 

平成 20 年（2008 年）からは 10・15 モードの測定値に 0.75 を乗じた値と JC08C

モードの測定値に 0.25 を乗じた値との和で算出される値 

 平成 23 年（2011 年）からは JC08H モードの測定値に 0.75 を乗じた値と JC08C モ

ードの測定値に 0.25 を乗じた値との和で算出される値 

（注）使用過程値については、自動車型式認証実施要領について（平成 10 年 11 月 12 日付、

自審第 1252 号の 4）における附則 7長距離走行実施要領等に基づくもの、またはそ

れらと同等であると八都県市環境問題対策委員会大気保全専門部会（以下「大気保

全専門部会」という。）が認めたものとする。 

 ３ 燃費基準は、「自動車の燃費性能の評価及び公表に関する実施要領」（平成 16 年 1 月

30 日、国土交通省告示第 61 号）に基づき判定する 

 ４ 指針第３に規定する燃費性能に関する試験結果については、試験機関が行った試験

結果又は国土交通省通達（「新型自動車の試験方法について」の一部改正について（平

成 19 年 7 月 2日、国自審第 605 号、国自環第 47 号））により算出した燃料消費率を示

す資料とする。 

 
（公募及び指定） 
第４ 大気保全専門部会は、指針に基づき公募及び指定を必要に応じて随時行うものとし、

その日程等については大気保全専門部会が定める。 
２ 前項による公募及び指定を行ったときは、大気保全専門部会のホームページ並びに

各都県市の広報紙等により広く周知するものとする。 
 
（八都県市低公害車指定委員会） 
第５ 大気保全専門部会は、八都県市低公害車指定委員会（以下「委員会」という。）の委

員を任命し、委員会の開催に必要な経費を執行する。   
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（八都県市指定低公害車証） 
第６ 八都県市指定低公害車証の規格等については、別表で定める。 
 
（その他） 
第７ 各都県市が、低公害車に係る指定を行うときは、指針を尊重するものとする。 
 
附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成８年３月 29 日から実施する。 

附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成９年６月１日から実施する。 
附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 11 年４月１日から実施する。 

附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 11 年７月 30 日から実施する。 
附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 12 年４月１日から実施する。 

附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 13 年７月 31 日から実施する。 
附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 15 年４月１日から実施する。 

附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 17 年９月１日から実施する。 

附則 
（実施期日） 
この運用規程は、平成 21年 4月２０日から実施する。 


